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2022 年 3 月 28 日 
 

コンサルティングレポート 
 

企業人事部門のトピックスに関するアンケート調査 
「新型コロナウイルス・人事部門改革・70 歳雇用」への対応状況 

組織人事ビジネスユニット シニアマネージャー   三島 寛之 

コンサルタント       加藤 瑛里子 

                                                            アソシエイト        小寺 宏樹 
【要旨】 

 企業の人事部門では、新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受け、「Web 会議システム等のオンライン会議

の導入（94.2%）」や「オンライン採用・オンライン研修の導入（87.0%）」「テレワーク環境の整備（79.9%）」等の非

対面化を重視した施策の実施割合が高い。一方、さまざまな変革を伴う「業務のデジタルトランスフォーメーション

（DX）の実施」は、検討したいと考えている割合（51.2%）にくらべ、実際に実施している割合（23.9%）が少ない。 
 人事部門自身の改革においても、普遍的な課題である「人事戦略立案の強化（52.9%）」に続き、「労務管理や人

事オペレーションの効率性向上・省力化（51.9%）」や「人事業務のデジタル化（38.9%）」等、DX に関連する事項

の優先順位を高くとらえている企業が多い。一方で、人材価値の可視化・データ化を進めることにつながる「人的

資本の情報開示ガイドライン（ISO30414）」への対応を具体的に進めている企業はまだ限られている（12.6%）。 
 65 歳定年の実施割合が、2019 年度調査の 7.7%から 13.7%に増加。70 歳までの就業機会確保措置に向けた

取り組みについては、「実施せず」とする企業（50.5%）と「自社での 70 歳までの雇用継続制度の導入」を検討・

実施する企業（41.0%。2019 年度の 11.2%から大幅増）と大きく二分されている状況である。 

 

1. はじめに 
新型コロナウイルスの感染拡大やテクノロジーの進展、労働力人口の減少等、経営環境が大きく変化する中、  

人事部門では「ヒト」の側面から企業変革をリードすることが求められている。 
当社では、三菱 UFJ 信託銀行（以下、「MUTB」という）と協働し、各社の人事部門で近年課題となっている

「With & After コロナの対応」「人事部門改革の状況」「70 歳までの就業機会の確保措置に向けた取り組み」の 3
つのテーマについてアンケート調査を実施した。 

 
項目 内容 
調査内容 
（概要） 

・With & After コロナの対応 
・人事部門改革の状況 
・70 歳までの就業機会確保措置に向けた取り組み 

実施時期 2021 年 10 月 28 日～12 月 7 日 
回答企業 MUTB 企業年金取引先 293 社 
実施方法 Web アンケートへの回答 
回答企業属性 ・製造業 171 社（58.4%）、非製造業 122 社（41.6%） 

・従業員数 3,001 人以上 48 社（16.4%）、1,001 人以上 3,000 人以下 71 社

（24.2%）、1,000 人以下 174 社（59.4%） 
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2. 主な調査結果 
(1) With & After コロナの対応  
① 新型コロナウイルス発生に伴い実施した施策 

新型コロナウイルス発生に伴い「Web 会議システム等のオンライン会議の導入」を実施した割合が 94.2%と最も

高く、「オンライン採用・オンライン研修の導入」「テレワーク環境の整備」が続き、非対面化を重視した施策の実施

割合が高かった。「時差出勤・短時間勤務の導入」「オフィス内のレイアウト変更」「既存業務の IT 化」を実施した割

合も半数以上を占めた。【図表 1】 
 

【図表 1】新型コロナウイルス発生に伴い実施した施策 

 

（出所）当社および MUTB 作成 
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2.4%

7.5%

8.2%

19.5%

23.9%

31.4%

55.6%

60.4%

75.4%

79.9%

87.0%

94.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特に実施したものはない

その他

事業再編や事業の見直し

人事制度（等級・人事評価・報酬制度）の見直し

オフィスの新設・統廃合・移転（サテライトオフィスを含む）等の実施

業務のデジタルトランスフォーメーション（DX）を実施

各種手当（在宅勤務手当、交通費の支給方法）の見直し

既存業務のIT化（ペーパーレス化・オンライン決裁等を含む）の仕組みを導入

オフィス内のレイアウト変更（座席の移動や座席を分けたり等）

時差出勤（フレックスタイム制含む）・短時間勤務の導入

テレワーク環境の整備

（テレワーク用パソコン・携帯端末の整備、社外LAN回線の整備等）

オンライン採用・オンライン研修の導入

Web会議システム等のオンライン会議の導入

（複数選択可）

N=293
（その他）
・特別休暇の導入（ワクチン接種休暇、子ども
の小学校休業等に伴う休暇）

・一時帰休制度の導入
・Webでの社員の健康・勤務状況確認（隔週）
・自家用車通勤の一部容認等
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② 現在のテレワークの実施状況 
テレワークを導入している企業は全体の約 8 割を占めるが、「利用可能社員における実際の実施割合は 20%」

と回答する割合が 37.9%と最も高かった。テレワークの実際の実施割合は 20%および 40%と回答する企業で全体

の半数以上を占めた。【図表 2】 
 

 
【図表 2】現在のテレワークの実施状況 

（出所）当社および MUTB 作成 

  

17.7% 8.2% 37.9% 16.7% 9.6% 7.2%
2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1：実施していない 2：実施中（利用可能社員における実際の実施割合は0%）

3：実施中（利用可能社員における実際の実施割合は20%） 4：実施中（利用可能社員における実際の実施割合は40%）

5：実施中（利用可能社員における実際の実施割合は60%） 6：実施中（利用可能社員における実際の実施割合は80%）

7：実施中（利用可能社員における実際の実施割合は100%、ほぼ全員がテレワーク）

テレワークを導入している：約8割

N=293

1： 4：3：2： 5： 6：

7：

テレワーク実施割合は20％ テレワーク実施割合
は40％
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③ With コロナ環境下で検討したい人事施策 
With コロナの環境下で検討したい人事施策を尋ねると、「既存業務の IT 化または業務の DX の実施」と回答

する割合が 51.2%と最も高く、「人材育成」「職場風土・働き方に関する社員の意識改革」が続く。【図表 3】 
 
 

【図表 3】With コロナ環境下で検討したい人事施策 
 

（出所）当社および MUTB 作成 

  

3.8%

1.4%

0.7%

1.7%

2.4%

3.4%

3.8%

7.5%

12.3%

25.9%

28.0%

31.1%

31.7%

33.8%

34.1%

51.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特にない

その他

週休３日制の導入

ワーケーション（遠隔地等での仕事と休暇の両立）の実施

グローバル人材マネジメント

（グローバル統一基準での採用・育成・異動配置・処遇等）

経営資源最適化のための組織再編（グループ再編・M&Aなど）

ガバナンスの向上および役員マネジメント改革

オフィス拠点の見直し（オフィス集中、サテライトオフィス設置、

オフィススペース見直し、物流見直し等）

福利厚生制度や諸手当の見直し（在宅手当の新設、通勤費の見直し等）

業務最適化のための要員計画

従業員エンゲージメントの維持・向上

業務環境やワークスタイルの変化に伴う人事制度・人事評価・処遇の見直し

（例えば、ジョブ型への変更等）

社員の健康管理とメンタルヘルス対策、健康経営の促進

職場風土・働き方に関する社員の意識改革

人材育成

（社員教育やキャリア開発の見直し、オンラインでの人材トレーニング等）

既存業務のIT化または業務のデジタルトランスフォーメーション（DX）の実施

（複数選択可）

N=293
（その他）
・社員間コミュニケーション減少への対応
・人員の増強
・単身赴任の解消等
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④ 今後の After コロナ環境下で、新型コロナウイルス発生前から変わると予測する事項 
After コロナの環境下で、新型コロナウイルス発生前から変わると予測する事項について尋ねたところ、「オンラ

インを前提とした社内活動」が 69.6%、「オンラインを前提とした社外活動」が 62.1%と回答する割合が高く、非対

面を前提とした業務活動に関する回答が多くなった。次いで「業務の IT 化または業務の DX の実施」「働く時間の

柔軟化」が多く、全体の半数以上の企業がこれら 4 項目を挙げた。【図表 4】 
 
 

【図表 4】今後の After コロナ環境下で、新型コロナウイルス発生前から変わると予測する事項 

（出所）当社および MUTB 作成 

  

6.8%

0.7%

1.4%

2.4%

8.2%

8.9%

15.0%

15.7%

44.0%

50.5%

53.2%

62.1%

69.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特にない

その他

週休３日制の導入

ワ―ケーション（遠隔地等での仕事と休暇の両立）の推進

サテライトオフィスの設置

転居を伴う異動機会の縮小

雇用形態の多様化（副業・兼業、業務委託、フリーランス等）

業績・成果にもとづく人事評価・処遇の実施

オンラインを前提とした採用活動

働く時間の柔軟化（フレックスタイム制、時差出勤、短時間勤務等）

業務のIT化または業務のデジタルトランスフォーメーション（DX）の実施

オンラインを前提とした社外活動（打合せ・営業活動・対外セミナー等）

オンラインを前提とした社内活動（打合せ・業務指導・社内研修等）

（複数選択可）

N=293（その他）
・勤務形態の柔軟化（テレワークが可能に）
・Webでの商談やセミナーが通常となる等
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(2) 人事部門改革の状況  
① 中期経営計画等における人事部門方針において重視する施策 

中期経営計画等において人事部門が重視する施策について尋ねると、「人事制度改革」と回答する割合が

33.4%と最も高く、「働き方改革への対応」「経営戦略に基づいた人事戦略および具体的人事施策の策定」が続い

た。【図表 5】 
 
 

【図表 5】中期経営計画等における人事部門方針において重視する施策 

（出所）当社および MUTB 作成 
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0.7%

1.4%

2.7%

3.1%

3.8%

4.8%

6.5%

6.8%

9.2%

11.3%

13.0%

13.7%

13.7%

21.8%

23.9%

23.9%

23.9%

29.4%

31.4%

33.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特にない

その他

ジョブ型雇用の促進

イノベーション・新規事業組織の設計

グローバル人材マネジメント体制整備

組織構造・職務権限の再構築

合併・グループ会社再編等に伴う人事制度統合・経営統合、業務統合、意識統合（PMI）

退職給付制度改革（退職金・DB・DC制度等の見直し）

人事部門自身の改革（業務改革・組織改革含む）

組織風土改革・チェンジマネジメント（組織変更や業務改革などを推進・加速させ、成功に導くために、

社員が変化を受け入れやすい環境を整備）

従業員エンゲージメントの向上

タレントマネジメント（従業員の能力・スキルを経営資源として捉え、採用や配置、育成に活用すること）

新卒・中途採用の強化

管理職の後継者育成（サクセションマネジメント）

ダイバーシティ・女性活躍推進・外国人労働者雇用の促進

要員計画の策定・人材構造の最適化

雇用延長・定年延長（嘱託社員制度等含む）

人材育成およびその見直し・再構築（タレントマネジメント含めて）

経営戦略に基づいた人事戦略および具体的人事施策の策定

働き方改革への対応（長時間労働の是正、柔軟な働き方推進等）

人事制度（等級制度・人事評価制度・給与制度など）改革

（複数選択可）

N=293

人事制度（等級制度・人事評価制度・給与制度）改革

働き方改革への対応（長時間労働の是正、柔軟な働き方推進等）

経営戦略に基づいた人事戦略および具体的人事施策の策定

人材育成およびその見直し・再構築（タレントマネジメント含めて）

雇用延長・定年延長（嘱託社員制度等含む）

要員計画の策定・人材構造の最適化

ダイバーシティ・女性活躍推進・外国人労働者雇用の促進

管理職の後継者育成（サクセッションマネジメント）

新卒・中途採用の強化

タレントマネジメント（従業員の能力・スキルを経営資源として捉え、採用や配置、育成に活用すること）

従業員エンゲージメントの向上
組織風土改革・チェンジマネジメント

（組織変更や業務改革などを推進・加速させ、成功に導くために、社員が変化を受け入れやすい環境を整備）

人事部門自身の改革（業務改革・組織改革含む）

退職給付制度改革（退職金・DB・DC制度等の見直し）

合併・グループ会社再編等に伴う人事制度統合・経営統合、業務統合、意識統合（PMI）
組織構造・職務権限の再構築

グローバル人材マネジメント体制整備

イノベーション・新規事業組織の設計

ジョブ型雇用の促進

その他

特にない

（その他）
・健康経営への取組み等
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② 従業員エンゲージメント向上における課題 
従業員エンゲージメント向上における課題に関する回答で最も高かったのが、「公平かつ適正な人事評価およ

び昇格等の実施」（48.5%）で、「個人の志向や適性、能力に合った職務の付与・人材配置」が続いた。課題の内容

ごとに分類すると、評価制度や仕事内容、成長支援が従業員エンゲージメント向上につながると回答する企業が多

かった。【図表 6】 
 

 
【図表 6】従業員エンゲージメント向上における課題 

（出所）当社および MUTB 作成 
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その他

【成長支援】兼業・副業・出向の促進（社外での研鑽・実力試しの機会提供）

【福利厚生】福利厚生（オフィス・家賃補助・社宅・食堂・住宅関連手当など）の充実

【福利厚生】資産形成やライフプランに関する研修・教育の充実

【報酬制度】退職給付制度（DB・DCを含む）の充実

【経営理念】経営者からの経営理念・経営方針の発信力向上

【就労形態】年次有給休暇や介護・育児に伴う休暇制度の充実

【仕事内容】各ポジションへの適切な権限・裁量の付与

【組織風土】職場で承認し称え合う組織風土の醸成

【経営理念】従業員の経営理念・経営方針に対する理解の促進

【就労形態】柔軟なワークスタイル（フレックス勤務・テレワーク・ワ―ケーションなど）の整備

【組織風土】ダイバーシティ＆インクルージョン（多様な人材の活躍推進）

【成長支援】成長を促す教育体系・教育施策（OJT、OFF-JT、自己啓発）の充実

【成長支援】個人のキャリアパスの明確化・キャリア形成支援

【組織風土】職場のチームワーク向上および本音で話せる環境（心理的安全性）・サポート体制の確保

【報酬制度】貢献に報いる報酬制度（給与・賞与）の整備

【成長支援】上司のマネジメント力の向上

【仕事内容】個人の志向や適性、能力に合った職務（職務の質量）の付与・人材配置

【評価制度】公平かつ適正な人事評価および昇格等の実施

（複数選択可）

N=293
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③ 人事部門自身の改革 
人事部門自らが進める改革については、全体の半数以上を占めたのが、「人事戦略立案の強化」、「労務管理

や人事オペレーションの効率性向上・省力化」だった。次いで、「人事業務のデジタル化」「社員の多様な就労ニー

ズに応える人材マネジメントの個別最適化」が多かった。【図表 7】 
 

 
【図表 7】人事部門自身の改革 

（出所）当社および MUTB 作成 

  

7.5%

1.0%

3.4%

7.5%

9.2%

30.7%

36.5%

38.9%

51.9%

52.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特にない・分からない

その他

人事業務に関する権限・責任の現場移譲（HRBPの新設等）

人事部門のグローバル化への対応力向上

人事戦略の遂行状況のモニタリング

人材の需給ギャップに基づく要員管理・人材構造の最適化

社員の多様な就労ニーズに応える人材マネジメントの個別最適化

（雇用形態・働き方・キャリア構築・育成方法等）

人事業務のデジタル化（データ活用基盤の構築、デジタル人材の育成等）

労務管理や人事オペレーションの効率性向上・省力化

（RPAやシステムの活用、アウトソーシング等）

人事戦略立案の強化（人事戦略や人事施策の全体像の策定等）

（複数選択可）

N=293

（その他）
・人事部門の人材育成
・人事部門自体の人材と人員の強化等
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④ 人的資本の情報開示ガイドライン（ISO30414）への対応方針 
人的資本の情報開示ガイドラインに関する質問では、「内容を把握していない（分からない）」と回答する割合が

47.8%と最も高く、「現在は未対応で、情報開示に向けた対応を今後進める予定」が続いた。「対応を既に実施済

み」「対応を進めている（現在、データの整備等を進めている途中）」を合わせた回答割合は全体の約 1 割に留まっ

た。【図表 8】 
 

 
【図表 8】人的資本の情報開示ガイドライン（ISO30414）への対応方針 

（出所）当社および MUTB 作成 

  

3.4% 9.2% 20.1% 19.5% 47.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1：ガイドラインに基づき、人材戦略や人的資本に関して開示すべき情報を整理し、情報開示に向けた対応を既に実施済み

2：ガイドラインに基づき、人材戦略や人的資本に関して開示すべき情報を整理し、情報開示に向けた対応を進めている（現在、データの整備等を進め

ている途中）

3：ガイドラインに基づき、人材戦略や人的資本に関して開示すべき情報を整理し、情報開示に向けた対応を今後進める予定（現在は対応していない）

4：ガイドラインに基づき、人材戦略や人的資本に関して開示すべき情報を整理する必要性の認識はあるが、現段階では対応を進める予定はない

5：ガイドラインの内容を把握していない（分からない）

N=293

1： 4：3：2： 5：

対応済・対応中
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⑤ 人的資本の情報開示において重視すべき KPI 項目 
人的資本の情報開示において重視すべき KPI 項目について尋ねると、「組織文化」という回答割合が 31.4%と

最も高く、「生産性」「組織の健全性・安全性」「ダイバーシティ」が続いた。一方で、「特にない・分からない」とする回

答も 30.7%と、回答率が最も高い「組織文化」に次いで多かった。【図表 9】 
 

 
【図表 9】人的資本の情報開示において重視すべき KPI 項目

 
（出所）当社および MUTB 作成 

  

30.7%

0.3%

3.4%

5.5%

7.2%

7.8%

12.6%

17.4%

22.9%

25.9%

26.6%

28.0%

31.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特にない・分からない

その他

労働力の利用可能性（社員数、有期雇用者数・比率等）

スキル・能力（研修参加率、一人当たり研修にかかる平均時間等）

リーダーシップ（リーダーシップ開発プログラムの実施有無、研修受講率等）

採用・異動・離職（ポストが埋まるまでの期間、社内流動率、離職率）

後継者育成（後継者候補者数・割合等）

コスト（総額人件費、採用にかけるコスト、人材開発・研修にかけるコスト等）

コンプライアンス・倫理（コンプライアンスに関する研修受講率、監査による指摘数、苦情件数等）

ダイバーシティ（女性管理職比率、外国人労働者比率）

組織の健全性・安全性（労働災害数、一人当たり平均労働時間・残業時間等）

生産性（一人当たり売上高・利益率、人的資本のROI等）

組織文化（従業員エンゲージメント、社員の定着率等）

（複数選択可）

N=293
（その他）
・どれも重要である等
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(3) 70 歳までの就業機会確保措置に向けた取り組み  
① 現在の正社員の定年年齢 

現在の定年年齢を 60 歳とする企業が 79.5%を占めたものの、年々割合が低くなっている。一方、「65 歳定年

（65 歳以上の選択定年は除く）」と回答した企業の割合は 13.7%と、2019 年度調査の 7.7%から上昇している。

【図表 10、図表 11】 
 

 
【図表 10】現在の定年年齢 2021 年度 

（出所）当社および MUTB 作成 

  

79.5% 1.4%

2.7%

1.0%

0.3%

13.7% 0.7%
0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1：60歳 2：61歳
3：62歳 4：63歳
5：64歳 6：65歳
7：60～64歳の間で選択定年（上限年齢が65歳未満） 8：65歳以上の選択定年（上限年齢が65歳以上）

60歳定年 65歳定年

N=293

1：

4：

3：

2：

5：

6：

7：

8：
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【図表 11】現在の定年年齢 2018、2019 年度との比較 

（出所）当社および MUTB 作成 

  

90.4%

88.3%

79.5%

4.2%

2.9%

5.5%

3.7%

7.7%

13.7%

0.8%

0.5%

0.7%

0.8%

0.5%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2018

2019

2021

1：60歳 2：61歳～64歳 3：65歳 4：選択定年（上限65未満） 5：選択定年（上限65以上）

60歳定年は
減少傾向

N=354（2018）、376（2019）、293（2021）

1：

4：

3：2：

5：

1：

4：

3：2：

5：

1：

4：

3：2：

5：

65歳定年は
増加傾向
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② 定年延長の意向 
定年延長を「検討中」の企業は、全体の 35.8%を占める。母数から「過去に定年延長または定年廃止を実施済

であり今のところ更なる実施の予定はない」と回答した企業を除いた場合、定年延長を「検討中」の企業は全体の

47.8%となる。2019 年度調査では、定年延長を「検討中」の企業が全体の 55.6%であることから、「検討中」の企業

はやや減少していることが分かるが、これは定年延長等を実施済の企業が増加しているためと考えられる。【図表

12、図表 13】 
 

【図表 12】今後の定年延長の検討状況 2021 年度 

（出所）当社および MUTB 作成 

  

1：過去に定年延長または定

年廃止を実施済であり今のと

ころ更なる実施の予定はない, 
19.8%

5：64歳まで定年延長（65歳まで継続雇用）を検討, 0.7%

6：65歳まで定

年延長を検討, 
11.9%

11：70歳まで定年延長を検討, 0.3%

13：定年延長を検討中だが定

年年齢は未定, 
22.9%

15：定年延長または定年廃止は実施し

ていないが今のところ定年延長または定

年廃止の実施の予定はない, 
44.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1：過去に定年延長または定年廃止を実施済であり今のところ更なる実施の予定はない
2：61歳まで定年延長（65歳まで継続雇用）を検討
3：62歳まで定年延長（65歳まで継続雇用）を検討
4：63歳まで定年延長（65歳まで継続雇用）を検討
5：64歳まで定年延長（65歳まで継続雇用）を検討
6：65歳まで定年延長を検討
7：66歳まで定年延長を検討
8：67歳まで定年延長を検討
9：68歳まで定年延長を検討
10：69歳まで定年延長を検討
11：70歳まで定年延長を検討
12：71歳以上の定年延長を検討
13：定年延長を検討中だが定年年齢は未定
14：定年の廃止を検討
15：定年延長または定年廃止は実施していないが今のところ定年延長または定年廃止の実施の予定はない

35.8％ N=293

※2、3、4、7、8、9、10、12、14は回答者なし
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（参考）今後の定年延長の検討状況（前回以前との比較【図表 13】） 
【図表 13】今後の定年延長の検討状況 2018、2019 年度との比較 

（出所）当社および MUTB 作成 

（注）2018 年度、2019 年度の調査と条件を揃えるため、2021 年度は定年延長等を既に実施済と回答した企

業を除いて集計している 

  

6.6%

8.3%

9.6%

44.0%

47.3%

38.2%

49.4%

44.4%

52.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2018

2019

2021

1：検討中（実施時期も確定） 2：検討中（実施時期は未定） 3：実施の予定はない

検討中：47.8％

検討中：55.6％

検討中：50.6％

N=334（2018）、338（2019）、249（2021）

1： 3：2：

1： 3：2：

1： 3：2：
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③ 70 歳までの就業機会確保措置の検討・実施状況 
「70 歳までの就業機会確保措置の検討を実施せず」とする企業が 50.5%、「自社での 70 歳までの雇用継続制

度の導入」予定（または実施済み）の企業が 41.0%と大きく二分される結果となった。2019 年度調査では「自社で

の 70 歳までの雇用継続制度の導入」予定（または実施済み）の企業が全体の 11.2%で今回は 29.8 ポイント増と

なったため、雇用継続制度の検討や実施に取り組む企業が広がっていることが分かる。【図表 14、図表 15】 
 

 

【図表 14】70 歳までの就業機会確保措置の検討・実施状況 2021 年度

 
（出所）当社および MUTB 作成 

（注）実施済の場合は実施した制度や措置を、未実施の場合は今後の実施方法を回答 

  

0.0%

0.3%

1.7%

8.9%

10.6%

41.0%

50.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

定年廃止

70歳まで定年の引き上げを実施

70歳まで継続的に「事業主自ら実施する社会貢献事業」等に従事できる制度の導入

関係会社・他事業主での70歳までの雇用継続措置

70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導入

自社での70歳までの雇用継続制度の導入

実施せず（70歳までの就業機会確保措置は実施しない）

（複数選択可）

N=293
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（参考）70 歳までの就業機会確保措置の検討状況（前回以前との比較【図表 15】） 
【図表 15】70 歳までの就業機会確保措置の検討・実施状況 2019 年度との比較

 
（出所）当社および MUTB 作成 

  

1.3%

1.3%

0.8%

6.9%

5.9%

11.2%

0.0%

0.3%

1.7%

8.9%

10.6%

41.0%

50.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

定年廃止

70歳まで定年の引き上げを実施

70歳まで継続的に「事業主自ら実施する社会貢献事業」等に従事できる制度の導入

関係会社・他事業主での70歳までの雇用継続措置

70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導入

自社での70歳までの雇用継続制度の導入

実施せず（70歳までの就業機会確保措置は実施しない）

2021 2019

（複数選択可）

N=376（2019）、293（2021）

※「実施せず」は2021年の追加項目のため2019年は回答なし
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④ 今後の退職給付制度の見直しについて 
定年延長等の実施に伴う DB（確定給付企業年金）/DC（確定拠出年金）の見直し方針については、「退職給付

制度の構成割合（DB/DC/一時金）」の見直しを検討する企業の割合が 17.1%と高く、「DB の支給開始年齢の引

き上げ」、「企業型 DC の加入上限年齢の引き上げ」が続いた。一方で、「現在未定（分からない）」と回答した企業

が全体の 68.3%と大多数占めた。【図表 16】 
 

【図表 16】定年延長等の実施に伴う DB・DC の見直し方針

 
（出所）当社および MUTB 作成 

 
 

68.3%

3.1%

1.7%

4.1%

4.8%

6.1%

7.2%

9.2%

9.9%

17.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

現在未定（分からない）

その他

ＤＢ/ＤＣの給付水準の引き上げ

ＤＢの年金支給形態の見直し

ＤＢの給付利率の見直し

給付算定式の変更

（ポイント制の導入、キャッシュバランスプランの導入など）

定年延長・雇用延長に伴いDBの加入上限年齢の引き上げ※3

定年延長・雇用延長に伴い企業型DCの加入上限年齢の引き上げ※2

定年延長・雇用延長に伴いDBの支給開始年齢の引き上げ（例：60歳⇒65歳）※1

退職給付制度の構成割合（ＤＢ/ＤＣ/一時金）の見直し

（複数選択可）

※1 2020年6月5日以降、従来の65歳から70歳に
延長することが可能となりました

※2 2022年5月1日以降、厚生年金被保険者で
あれば70歳まで加入させることが可能となります

※3 現在、70歳まで加入させることが可能です

N=293
（その他）
・他制度掛金相当額導入に伴うDC拠出額見直し
・DBを変更せず、別制度追加を検討
・今回の定年延長では現行退職金制度のままで、
オプションとして繰下げ、年金期間の追加を実施。
数年後に65歳定年に向けた退職金制度を検討
・旧定年後も新定年まで積み増し
・定年延長での変更は実施せず等
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